２００６年１２月７日

知的財産法ゼミ

発表者　石黒・山中・松本
並行輸入最終回！！１０１匹ワンちゃんを救え!!
～著作物の並行輸入について～
～今日の発表の流れ～

Ⅰ、発表の目的

Ⅱ、１０１匹ワンちゃん事件の紹介

Ⅲ、頒布権について

（1） 中古ゲーム判決の紹介

（2） 判例への批判と意見

Ⅳ、１０１匹ワンちゃん事件の再考察

Ⅴ、まとめ
Ⅰ、発表の目的

前回までの授業では並行輸入について、特許法と商標法について考えてきました。今回の発表では著作権の並行輸入について考え、それぞれを比較して知的財産法全体の並行輸入に対する見解を見出すことを目標としています。その前提の著作権法の並行輸入については頒布権という権利に重点を置いて考えたいと思っています。

Ⅱ、１０１匹ワンちゃん事件

１０１匹ワンチャン事件(東京地裁平成６年７月１日判決)
1. １０１匹ワンチャン事件構造図
[image: image15.jpg]



２、事実の概要

原告Ｘは映画「１０１匹ワンちゃん」のビデオカセット１０００本をアメリカ合衆国から並行輸入し、日本国内で販売しようとしたところ、本件映画のライセンスを受けている被告会社ＹがＸの販売が不法であるという内容のビラを配布した。ＸはＹに対して販売活動を妨害されたとして、販売すれば売れたであろう利益３５０万円を請求した事案
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３、原告と被告の主張

4. 判決
①映画のビデオカセットについて頒布権が認められるのか？

・著作権法２条１項２０号。「頒布」は「有償であるかまたは無償であるかを問わず、複製物を公衆に譲渡し、又は、貸与すること」と定義している。

・２６条１項。劇場用映画の特定の形態の頒布権のみを著作者に占有させるというような限定をしていない

⇒映画のビデオカセットを販売する行為も頒布権の対象になる！！

②並行輸入ビデオカセットの販売について

・ディズニー社が頒布権を有しているならば許諾を得ずに販売する行為は頒布権を侵害する。

· 映画の諸作物の複製であるビデオカセットを許可なく頒布する行為が並行輸入であるからという理由で頒布権の侵害とならない法令はない。

⇒映画の著作権者がビデオカセット販売や劇場公開の時期を調整する一環として頒布権を行使することは、著作権法が目的とした著作者の権利の保護の手段として予定されたところに含まれる

· アメリカ合衆国内での許諾に日本国内での頒布を予測した対価が支払われていると認めるに足りる証拠がない以上、その許諾を理由に並行輸入されたビデオカセットの頒布が日本における頒布権を侵害しないとすることはできない
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Ⅲ、頒布権について

（1） 中古ゲームソフト事件判決

（大阪事件）適法に販売されたゲームソフトを、その購入者から買い入れて中古品として販売している被告らに対して、ある特定のゲームソフトの著作権者である原告らが頒布権に基づき、それらのゲームソフトの中古品の販売の差し止めなどを求めた事件

（東京事件）特定のゲームソフトの中古品を販売している原告に対し、それらのゲームソフトの著作権者である被告らは頒布権を理由として中古品の販売中止を求めてきた。これに対して原告側が販売差止請求権の不存在確認を求めた事件
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＊大阪事件を基礎として話を進めていきます

争点


[image: image5]
	
	ゲームソフトの映画的著作物性
	映画の著作物性を前提としたときの頒布権の存在
	頒布権の消尽

	大阪地裁
	○
	○
	×

	大阪高裁
	○
	○
	○

	東京地裁
	×
	
	

	東京高裁
	○
	×
	

	最高裁
	○
	○
	○


三山裕三著作権法詳説p.204より引用。項目名につき改変。
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最高裁判決（東京事件）

（１）について

　原審の判断を是認

（２）について

  ２６条１項の規定は原審のような区別をしておらず、そのような漠然とした判断基準を採用することはできない。

（３）後述大阪事件最高裁判決参照
2. 最高裁判決（大阪事件）
（１）について

　本件各ゲームソフトが「映画の著作物」に当たるか
→原審から事実関係を抜き出し、著作権法２条３項の３要件に近い形で判断したものと評価できる。

（２）について
 著作権者が頒布権を有するか
→本件各ゲームソフトが「映画の著作物」である以上その著作権者が２６条１項の頒布権を専有する

（３）について

 頒布権は消尽するか

→消尽理論は、著作物又はその複製物を譲渡する場合にも、原則として妥当する。

・消尽すべき理由

①著作権法による著作権者の権利の保護は、社会公共の利益との調和の下において実現されなければならない

②再譲渡に著作権者の許諾が必要とすれば、商品の自由な流通が制限され、かえって著作権者自身の利益を害する恐れがあり、ひいては著作権法の目的にも反する

③著作権者は代償を確保する機会を保障されているものということができ、著作権者等が二重に利得を得ることを認める必要性は存在しない

・消尽原則が映画の著作物に対して適用できる理由

☆２６条１項の解釈

著作物又は複製物を公衆に提示することを目的として譲渡し、又は貸与する権利が消尽しないと解されていたが、２６条１項に消尽について規定がない以上消尽の有無はもっぱら解釈にゆだねられていると解される。

本件のように「公衆に提示することを目的としない映画の著作物の複製物」の譲渡については上記①～③の観点から、いったん適法に譲渡されたことにより著作物の複製物を公衆に譲渡する権利は消尽する。

☆譲渡権に対する国際消尽規定による反対解釈の排除
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２６条の２第１項においては映画の著作物は２６条の２の規定から除外されている。

また、２６条の２第２項には１項の例外として著作物の譲渡権の国際消尽が規定されている。

以上のことより映画の著作物には消尽の原則が適用されないと解釈することは可能か？

→立法の経緯にてらせばそのように解釈することは相当ではない
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（２）判例に対する批判
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最高裁のように映画の著作物を２つに分けることは文言解釈の上で不可能なのでは？？

①

②立法当時の事情
しかし頒布権の制定された当時はゲームソフトは存在しなかった！！
昭和４５年改正時の事情

『映画の著作物および映画に類似する方法で得た著作物』
　＝映画フィルム、キネスコープ・レコーディング、ビデオ・テープを予定していた。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（著作権審議会・第４小委員会）　

⇒頒布権の及ぶ対象として含まれていなかったビデオゲームには解釈によって権利の内容を制定する余地がある。
③最高裁の解釈

映画の著作物以外の著作物⇒　譲渡権　（第一譲渡で消尽する権利）原則
映画の著作物　⇒　頒布権　（絶対的に消尽しない権利）例外
映画の特殊性を持たない映画の著作物（＝ビデオゲーム）⇒　頒布権（第一譲渡で消尽する権利）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　例外の例外＝原則
∴頒布権の中でも第一譲渡で消尽するものと、消尽しないものに分けることができる！！
Ⅳ、１０１匹ワンちゃん事件の再考察
（１）中古ゲームソフト事件の最高裁を否定する立場から考えると…
映画の著作物に該当するものをさらに映画の著作物の特殊性を持つものと持たないものに分けることはできない！！

⇒∴頒布権のうちに一回で消尽するものと消尽しないものとの区別をすることは妥当ではない。

　　　　　＝映画の著作物に該当すれば国内消尽はしない！！

１０１匹ワンちゃんのビデオテープ⇒映画の著作物に該当

　　　　　　　　　　　　　　　　　＝頒布権あり（絶対的に消尽しないもの）　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　∴並行輸入品である本件ビデオは著作者の頒布権を侵害する

（2） 中古ゲームソフト事件の最高裁の立場から考えると…


[image: image13]
· ∴映画の特殊性のない映画の著作物は国内消尽する

· ではビデオカセットは映画の特殊性のある映画の著作物なのか？？

平成１４年１１月２８日判決ビデオソフトに頒布権が認められるか争った事件
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∴ビデオソフトは一回消尽する頒布権の性質を有する！！＝頒布権は国内消尽しうる

１０１匹ワンちゃんのビデオソフトも配給制度による上映により公衆に提示することを目的としていない

⇒頒布権は一回で消尽するもの

∴並行輸入品である本件ビデオは頒布権を侵害しない

Ⅴ、まとめ

　　　
映画の特殊性のあるもの（絶対的な頒布権）②　





映画の特殊性ないもの（一回で消尽する頒布権）①





映画の著作物





映画の特殊性のあるもの（絶対的な頒布権のあるもの）





映画の特殊性ないもの（一回で消尽する頒布権）





判旨


本件ビデオソフトは配給制度による上映により公衆に提示することを目的としていない点で家庭用ゲーム機と同様である。


⇒権利消尽の原則は本件ビデオソフトにも当てはまる。





映画の著作物





以上のことからすると、むしろ頒布権が消尽するのは自明のことで、また、消尽しない頒布権を例外的に認めたのが映画の著作物であるということになる。


⇒さらに映画の著作物を２種類に分けて、消尽するものと消尽しないものに解釈するのは無理があるのでは？？








（頒布権） �第二十六条　著作者は、その映画の著作物をその複製物により頒布する権利を専有する。 �2　著作者は、映画の著作物において複製されているその著作物を当該映画の著作物の複製物により頒布する権利を専有する。 


（平十一法七七・見出し１項２項一部改正） 


著作権法2条1項19号は頒布の定義を規定する。 


十九　頒布 ①有償であるか又は無償であるかを問わず、複製物を公衆に譲渡し、又は貸与することをいい、②」映画の著作物又は映画の著作物において複製されている著作物にあつては、これらの著作物を公衆に提示することを目的として当該映画の著作物の複製物を譲渡し、又は貸与することを含むものとする。 


①→前段頒布


②→後段頒布





この問題の争点の中心になった頒布権って何？？


⇒頒布権について考えてみよう！！（中古ゲームソフト判例へ）








《参考法令》


適用される法律�


・著作権者


「本件映画は１９６０年に、・・・・アメリカ合衆国法人により製作され、そのころ著作権登録がされ、現在では同国カリフォルニア州法人であるザ・ウォルトディズニー・カンパニー（以下「ディズニー社」という。）が、右各映画について著作権を有している。・・・・したがって、ディズニー社は、「文学的および美術的著作物の保護に関するベルヌ条約」により、本件映画・・・・についてわが国の著作権法による保護を受けることができる。」（判決より）


・参照ベルヌ条約２条、３条、５条


2-2 頒布権


→（著作権法２６条１項、２項）


「頒布」とはいったい何を指すのか？


→２条１項１９号


著作権法２６条に規定される「頒布権」は


映画の「ビデオカセット」についても認められるのか？


→詳細後述


2-3  並行輸入


→詳細後述





3  ファーストセールドクトリン( first sale doctrine )


アメリカにおいては著作権者が一般的に持つ頒布権を制限する理論としてファーストセールドクトリンが用いられる。「ファーストセールドクトリンは１９０８年のBobbs-merrill-co.v. Straus 210 U.S. 339判決によって認められ、後に議会によって成文化された」とQuality King distributors Inc.v L’anza Reaearch International Inc523 U.S.135において述べられている。





アメリカ　著作権法１０９条（a）


「本編に基づき適法に作成された特定のコピーもしくはレコードの所有者、またはかかる所有者の許諾を得たものは、著作賢者の許諾なく、当該コピーまたはレコードを売却しその他占有を処分することができる」（アメリカにおける著作権法P277より引用）


Quality King.v. L’anza判決


１９０８年「Bobbs-Merrill-co. v .Straus 210 US 339」において裁判所は、排他的な「販売?(vend)」の権利は、当時施行されていた法律の下では著作権で保護された作品の最初の販売にのみ適用されると判示した。その後議会はBobbs-Merrill判決におけるファーストセールドクトリンを法律中に成文化した。106条(3)は著作権保有者に「販売または他の所有権の移転により・・・・複製物を頒布する」排他的な権利を与えている。しかし109条(a)は「106条(3)にかかわらず、本編に基づいて適法に製造された特定の複製物・・・・の所有者は著作権所有者の許諾無しに占有するその複製物の販売あるいは処分をする権利がある。」と規定する。











映画の頒布権は劇場用映画の配給制度の特殊性によって認められたものであるから、ビデオカセットにまで頒布権を認めることはできない。


本件ビデオソフトはアメリカにて正規に販売されたものであり、著作権者はすでに販売による利益を得ている。


⇒著作権者の利益を害するものではない。





原告の主張








映画の著作物については頒布権を認めているため、原告が著作者に販売の許諾を得ていない限りは本件映画についての頒布権を侵害する。


映画の諸作物はどの期間に頒布されるかは経済的に重要な意味を持つ。まだ劇場公開されていないビデオカセットが並行輸入されると映画産業ひいては許諾を得てビデオを販売する会社に多大な影響を与えることになる。





被告の主張





（１）本件で問題となった各ゲームソフトが「映画の著作物」にあたるのか


（２）著作権者が頒布権を有するか（各ゲームソフトが頒布権の対象となる複製物に当たるか）


（３）頒布権は消尽するか








（１）映画の著作物にあたるか








東京地裁　要件を満たさないので×


　　　　　①思想・感情の表現


　　　　　②同一の連続映像が常に再現される





東京高裁　２条３項の３要件を満たすので○


　　　　　①表現方法の要件


　　　　　②存在形式の要件


　　　　　③内容の要件





大阪地裁　東京高裁と同じ　○





大阪高裁　地裁判断と同じ　○





（２）著作権者が頒布権を有するか





東京高裁　×


頒布権を有するが、本件ゲームソフトは


２６条１項で頒布権の対象になる「複製物」でない　





大阪地裁　○


映画の著作物に該当する以上頒布権を持つ


　　　　　





大阪高裁　地裁判断と同じ　○





（３）映画の著作物の頒布権は消尽するか





大阪地裁　×


消尽理論が著作権においても妥当するわけではない





大阪高裁　○


　　　　　自由な商品取引という公共の利益と著作権者の利益との調整として消尽理論が適用され、映画の著作物に関する頒布権は消尽する





前提：映画の著作物の消尽については明文の規定は無い


２６条の２第２項は１項の譲渡権の消尽を規定している


２６条の２第１項は、譲渡権から映画の著作物を明文で除外している


反対解釈：譲渡権の範囲に含まれない映画の著作物は消尽しない








立法の経緯


平成１１年の改正によって


２６条の２第１項→映画の著作物を除く著作物につき「譲渡権」


第２項→適法に譲渡された場合の譲渡権の消尽が明文化


しかし


映画の著作物の頒布権→譲渡する権利を含有する→上記第１項は適用されない。


上記第２項は消尽の原則を「確認的に規定」














